
教職員配置等の充実、加配定数の維持等について

【教職員配置等の充実について】

・教員の質の向上及び確保を図り、多様な子どもたち一人一人を丁寧に指導する
ため、少人数学級の推進が必要。

・公立義務教育諸学校の教職員配置の充実改善について、地域の実情に合った配
置が図られるよう、所要の措置が必要。

・特別支援教育に対応する教職員定数の拡充、特別支援教育を担当する専任の教
員等の適正配置や施設整備等が必要。
※例：特別支援教育支援員、特別支援教育コーディネーター、看護師等の医療教員など

【加配定数の維持について】
地域の実情に応じた幅広い教育ニーズに対応するため、教職員の配置を図ること
が必要。

主な提言事項

本会は、令和３年11月18日に開催した「理事・評議員合同会議」において、決議
を決定するとともに、重点提言等を取りまとめた。
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【学校教育のＩＣＴ化について】

・個別最適化された学習環境を保障し、ＩＣＴ環境の維持・改善を図る各種支援
が必要。

※例：端末や関連機器の導入・保守・更新、デジタル教科書の購入、
学習用ソフトウェアやセキュリティシステムなど

・教職員のＩＣＴ機器の活用スキルの向上及びＩＣＴ機器を最大限に活用した授
業の推進を図るため、ＩＣＴ教育人材の配置水準の引上げが必要。

※例：ＩＣＴ支援員、ＧＩＧＡスクールサポーター

【学校施設の整備について】

ＩＣＴの活用等により学びのスタイルが多様に変容していく状況に対応するため
の施設整備が必要。

※例：新増築・解体・老朽化対策・防火機能の強化等、空調・換気設備、トイレ改修、給食施設整備など

主な提言事項

教職員の配置・充実・負担軽減、加配定数の維持等について



 

行政のデジタル化及び学校教育のＩＣＴ化・環境整備の推進に関する決議（抄） 

 

２．学校教育のＩＣＴ化・環境整備について 

（１）ＩＣＴ環境の維持・改善等に係る財政措置について 

   児童生徒１人１台端末及びネットワーク環境の整備後においても、ＩＣＴ環境の維

持・改善、端末や関連機器の更新等について、すべての団体において的確に対応する

ことができるよう、国の責任において必要な財政措置を継続して講じること。 

また、通信業者に対し、端末の通信料の軽減に向けた料金体系の構築を働きかける

こと。 

（２）デジタル教科書に係る財政措置について 

   学校教育におけるＩＣＴ活用を積極的に進めるうえで、学習者用デジタル教科書は

必須であることから、都市自治体がデジタル教科書を購入するに当たっては、十分な

財政措置を講じること。 

   また、将来的には、現在使用している紙の教科書と同様にデジタル教科書が無償と

なるよう、所要の制度改正を図ること。 

（３）学習用ソフトウェアの購入等に対する財政措置等について 

   都市自治体が有償で購入する学習用ソフトウェアやセキュリティシステム等に係る

経費について、継続的かつ十分な財政支援を講じること。 

（４）ＩＣＴ教育人材の配置の充実等について 

   教職員のＩＣＴ機器の活用スキルの向上及びＩＣＴ機器を最大限に活用した授業の

推進を図るため、ＩＣＴ支援員については公立小・中学校等４校に１人、ＧＩＧＡス

クールサポーターについては公立小・中学校等４校に２人とされている配置水準を引

き上げるとともに、財政措置を拡充すること。 

（５）ＩＣＴ化の進展にも対応した学校環境の整備について 

ＩＣＴの活用等により学びのスタイルが多様に変容していく状況に対応するため、

公立小・中学校の整備費について、都市自治体が新増築・老朽化対策等の事業を計画

的に実施できるよう、当初予算において必要額を確保するとともに、対象事業の拡大

や補助率及び補助単価の引上げ等の財政措置の拡充を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

義務教育施策の充実に関する重点提言（抄） 

 

１．公立小・中学校の整備費について、都市自治体が新増築・解体・老朽化対策・防災機

能の強化等の事業を計画的に実施できるよう、当初予算において必要額を確保し、速

やかに事業採択するとともに、対象事業の拡大や補助率の１／３から１／２への引上

げ、補助単価の実態に即した改善等の財政措置の拡充を図ること。 

  特に、空調設備の設置及び維持・管理、トイレ改修、給食施設整備等については、

学習環境の早急な改善が図られるよう、十分な財政措置を講じること。 

 

２．中核市等への教職員人事権等の移譲 

（１）公立小・中学校及び義務教育学校の教職員の人事権について、広域的な人事交流の

仕組みを構築するとともに、中核市をはじめとする都市自治体に所要の税財源措置と

併せて人事権を移譲すること。 

（２）都市自治体が地域のニーズに応じた独自の教育施策を展開することができるよう、

学級編制権及び教職員定数決定権等を所要の税財源措置と併せて都市自治体に移譲す

ること。 

 

３．教職員配置等の充実について 

（１）公立小・中学校において、「新しい生活様式」に対応するとともに、ＧＩＧＡスク

ール構想により学校のＩＣＴ化が進む中、教員の質の向上及び確保を図り、多様な子

どもたち一人一人を丁寧に指導するため、少人数学級の推進を図ること。 

（２）公立義務教育諸学校の教職員配置の充実改善について、個に応じたきめ細かな指導

の充実が図られるよう、新たな「公立義務教育諸学校教職員定数改善計画」を策定し

たうえで、地域の実情に合った配置が図られるよう、所要の措置を講じること。 

 

４．特別支援教育の充実を図るため、特別支援教育に対応する教職員定数の拡充を行うこ

と。 

  また、通常学級に在籍する児童生徒、ＬＤ、ＡＤＨＤ、広汎性発達障害等の専門的な

教育的支援や医療的ケアを要する児童生徒への支援体制の充実を図ること。 

  さらに、特別支援教育を担当する専任の教員、特別支援教育支援員、特別支援教育コ

ーディネーター、看護師等の医療教員等の適正配置や施設整備等について、十分な財政

措置を講じること。 

 

５．外国人児童生徒が小・中学校に編入する前に学校教育において必要な生活指導や日本

語指導を行うため、「帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業」の充実を

図り、都市自治体が行う初期適応指導教室（プレクラス）の取組等に対する支援を更に

充実すること。 

  また、日本語指導等を必要とする帰国・外国人児童生徒が急増している現状を踏ま

え、早急に教職員配置の充実を図るとともに、日本語指導等を行う支援員等の配置を充

実させるため、人材確保等に必要な支援及び財政措置の拡充を図ること。 

 

６．小学校の外国語活動、中学校の外国語学習等の円滑な実施のため、正規教職員の確保

や地域の実態に即した外国語指導助手等の確保・配置に必要な支援策及び財政措置の拡

充を図ること。 



 

７.ＧＩＧＡスクール構想の実現について 

（１）ＩＣＴ環境の維持・改善等に係る財政措置について 

   児童生徒１人１台端末及びネットワーク環境の整備後においても、ＩＣＴ環境の維

持・改善に必要な経費について、すべての団体において的確に対応することができる

よう、国の責任において必要な財政措置を継続して講じること。 

   また、通信業者に対し、端末の通信料の軽減に向けた料金体系の構築を働きかける

こと。 

（２）デジタル教科書に係る財政措置について 

 学校教育におけるＩＣＴ活用を積極的に進める上で、指導者用デジタル教科書及

び学習者用デジタル教科書は必須であることから、都市自治体がデジタル教科書を

購入するに当たっては、十分な財政措置を講じること。 

また、将来的には、現在使用している紙の教科書と同様にデジタル教科書が無償

となるよう、所要の制度改正を図ること。 

（３）学習用ソフトウェアの購入等に対する財政措置等について 

   都市自治体が有償で購入する学習用ソフトウェアやセキュリティシステム等に係

る経費について、継続的かつ十分な財政支援を講じるとともに、授業目的公衆送信

補償金については、すべての児童生徒に給与される教科書と同様に無償とするこ

と。 

（４）ＩＣＴ教育人材の配置の充実等について 

１）教職員のＩＣＴ機器の活用スキルの向上及びＩＣＴ機器を最大限に活用した授

業の推進を図るため、ＩＣＴ支援員については公立小・中学校等４校に１人、Ｇ

ＩＧＡスクールサポーターについては公立小・中学校等４校に２人とされている

配置水準を引き上げるとともに、財政措置を拡充すること。 

２）ＩＣＴ活用に関する教員研修等に要する費用について、必要な財政措置を講じ

ること。 

（５）センターサーバー等の導入・増強・維持に関する財政支援を講じること。 
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